
貸　借　対　照　表

（令和８年３月３１日）

（電源利用勘定） （単位：円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　額

 資　産　の　部

  Ⅰ　流動資産

現金及び預金 181,625,929 

未収収益 192,291 

　　流動資産合計 181,818,220 

  Ⅱ　固定資産

　 　１　有形固定資産

建物 9,505,661 

減価償却累計額 △ 6,613,864 2,891,797 

工具器具備品 5,098,657 

減価償却累計額 △ 4,842,888 255,769 

有形固定資産合計 3,147,566 

　 　２　無形固定資産

電話加入権 63,290 

無形固定資産合計 63,290 

　 　３　投資その他の資産

敷金・保証金 119,629,657 

投資その他の資産合計 119,629,657 

　　固定資産合計 122,840,513 

資産合計 304,658,733 



貸　借　対　照　表

（令和８年３月３１日）

（電源利用勘定） （単位：円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　額

 負　債　の　部

  Ⅰ　流動負債

未払金 813,900 

資産除去債務 3,912,981 

　　流動負債合計 4,726,881 

  Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金（注） 554,328 

　　固定負債合計 554,328 

　　　　負債合計 5,281,209 

 純　資　産　の　部

  Ⅰ　資本金

政府出資金 239,514,165 

民間出資金 67,450,000 

　　資本金合計 306,964,165 

  Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 △ 12,108,418 

その他行政コスト累計額（注） △ 3,703,460 

減価償却相当累計額（注） △ 2,167,623 

減損損失相当累計額（注） △ 38,901 

承継資産に係る費用相当
累計額（注） △ 185,187 

除売却差額相当累計額（注） △ 1,311,749 

　　資本剰余金合計 △ 15,811,878 

  Ⅲ　利益剰余金
積立金 437,609 

当期未処分利益 7,787,628 

　（うち当期総利益） (7,787,628)

　　利益剰余金合計 8,225,237 

　　　　純資産合計 299,377,524 

負債純資産合計 304,658,733 

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。



行 政 コ ス ト 計 算 書

（電源利用勘定） （単位：円）

項　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　額

 Ⅰ 損益計算書上の費用

業務費 814,530 

一般管理費 1,574,001 

雑損 9,215,187 

臨時損失 579,717 

　　損益計算書上の費用合計 12,183,435 

Ⅱ 行政コスト 12,183,435 

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）



損　益　計　算　書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

（電源利用勘定） （単位：円）
科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　額

　経　　常　　費　　用

813,900 
630 814,530 

　 1,574,001 

9,215,187 
　　経常費用合計 11,603,718 

　経　　常　　収　　益
（注）

140,172 

1,081,271 

8,954,716 
9,215,187 18,169,903 

　　経常収益合計 19,391,346 

経　　常　　利　　益 7,787,628 

　臨　　時　　損　　失
579,717 

　　臨時損失合計 579,717 

　臨　　時　　利　　益
（注）

579,717 
　　臨時利益合計 579,717 

　当期純利益 7,787,628 

　当期総利益 7,787,628 

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

業 務 費
消 費 税 等

減 価 償 却 費

そ の 他 の 業 務 費
一 般 管 理 費

雑 損
国 庫 納 付 金

財 務 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入
資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 戻 入

資 産 見 返 運 営 費 交 付 金 戻 入

受 取 利 息
雑 益

研 究 開 発 資 産 売 却 収 入

固 定 資 産 除 売 却 損

補 助 金 等 返 還 収 入

資 産 見 返 負 債 戻 入



（電源利用勘定） （単位：円）

当期首残高 239,514,165 67,450,000 306,964,165 △12,108,418 △2,167,623 △38,901 △185,187 △1,311,749 △15,811,878 75,543 362,066 - 437,609 291,589,896 

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額 - - - - - - - - - - - - - - 

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額 - - - - - - - - - - - - - - 

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

（1） 利益の処分又は損失の処理 - - - - - - - - - 362,066 △362,066 - - - 

利益処分による積立 - - - - - - - - - 362,066 △362,066 - - - 

（２） その他

当期純利益 - - - - - - - - - - 7,787,628 7,787,628 7,787,628 7,787,628 

当期変動額合計 - - - - - - - - - 362,066 7,425,562 7,787,628 7,787,628 7,787,628 

当期末残高 239,514,165 67,450,000 306,964,165 △12,108,418 △2,167,623 △38,901 △185,187 △1,311,749 △15,811,878 437,609 7,787,628 7,787,628 8,225,237 299,377,524 
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純資産変動計算書
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Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産
合計

政府
出資金

民間
出資金

資本金
合計

資本剰
余金

その他行政コスト累計額



キャッシュ・フロー計算書 キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日） （令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

（電源利用勘定） （単位：円）
項　　　　　　　　　　　　　　　目 金　　　　　額 項　　　　　　　　　　　　　　　目

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 630 

補助金等の精算による返還金の支出 △ 9,215,187 

その他の業務収入 9,215,187 

　　　　小計 △ 630 

利息及び配当金の受取額 968,885 

研究開発資産売却収入 8,954,716 

　 業務活動によるキャッシュ・フロー 9,922,971 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 680,000,000 

定期預金の払戻による収入 680,000,000 

　 投資活動によるキャッシュ・フロー 0 

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 0 

 Ⅳ　 資金に係る換算差額 0 

 Ⅴ 資金増加額 9,922,971 

 Ⅵ 資金期首残高 1,702,958 

 Ⅶ 資金期末残高 11,625,929 



利益の処分に関する書類

（令和８年６月３０日）

（電源利用勘定） （単位：円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　額

 Ⅰ　当期未処分利益 7,787,628 

当期総利益 7,787,628 

 Ⅱ　利益処分額

積立金 7,787,628 7,787,628 



注　記　事　項

（電源利用勘定）

Ⅰ．重要な会計方針
１．減価償却の会計処理方法

有形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

8 ～ 18 年
2 ～ 15 年

２．特定の承継資産（独立行政法人会計基準第87第2項）の会計処理方法

累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

３．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

４．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

Ⅱ．重要な会計上の見積り
　資産除去債務
　（１）当該事業年度の財務諸表に計上した金額

資産除去債務（流動負債） 　　　　　　3,912,981円
　（２）会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報

①当該事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法
　有形固定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律上の義務のうち、当該債務額につい
て合理的な見積りが可能なものについて、負債を計上しています。
　算出に当たっては、処分又は原状回復に係る費用の見積額を算定しており、退去日までの期間が短
期間（１年未満）のため、割引率の設定は行っておりません。

②翌事業年度の財務諸表に与える影響
　貸借対照表に計上しているものについては、工事単価の変動、想定していない工事の発生等により、
実際に生じた除去費用が見積額と異なった場合、翌事業年度の財務諸表に影響を与える可能性があ
ります。
　貸借対照表に計上していないものについては、「Ⅶ．資産除去債務関係（２）資産除去債務のうち
貸借対照表に計上していないもの」に記載のとおり、合理的な見積りができないため、負債を計上して
おりません。翌事業年度に状況が変化し、合理的な見積りが可能となるような事象が発生した場合に
は、資産除去債務を計上する可能性があります。

Ⅲ．貸借対照表注記

  出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額

Ⅳ．行政コスト計算書注記
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト
自己収入等
法人税等及び国庫納付額
機会費用
独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト

２．機会費用の計上方法
　　政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　10年利付国債の令和8年3月末利回りを参考に2.345％で計算しております。

個別法に基づく承継資産のうち、棚卸資産等に係る費用相当額については、承継資産に係る費用相当

建 物
工 具 器 具 備 品

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第1項）の減価償却に相当する額については、
減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手元現金及び随時引き出し可能な預金からなっており
ます。

△ 3,664,559円　

12,183,435円　
△ 19,251,174円　
△ 9,215,187円　

5,245,818円　

△ 11,037,108円　



Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書注記
　資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

Ⅵ．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項

　当機構は、資金運用については短期的な預金に限定しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

Ⅶ．資産除去債務関係
　（１）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　当機構は、事務所等の不動産賃借契約に基づき、事務所等の退去時における原状回復に係る費用を合理
的に見積り、資産除去債務を計上しております。
　当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりです。

期首残高 ―
有形固定資産の取得に伴う増加額 ―
時の経過による調整額 ―
見積りの変更による増減額 3,912,981円
資産除去債務の履行による減少額 ―
期末残高 3,912,981円

　（２）資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
　当機構は、神奈川県その他の地域において、事務所等の不動産賃借契約に基づき、事務所等の退去時に
おける原状回復に係る債務を有しております。また「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」 （平成
22年12月7日閣議決定）に基づき、事務所等の移転も含めた検討があり得ますが、移転時期が未定であるこ
とから、当該債務に関連する賃借資産の使用時期が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積ることができ
ません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務は計上しておりません。

Ⅷ．重要な後発事象
　該当事項はありません。

Ⅸ．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
　該当事項はありません。

現 金 及 び 預 金 181,625,929円　
定 期 預 金 △ 170,000,000円　
資 金 期 末 残 高 11,625,929円　

預金については、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しており
ます。



附属明細書

（電源利用勘定）

１． 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

減　価　償　却　累　計　額 減　損　損　失　累　計　額

当期償却額 当期減損額

有形固定資産（減価償却費）

 建物 14,214,090 3,912,981 10,357,721 7,769,350 4,964,369 1,573,869 - - 2,804,981 

 工具器具備品 4,878,150 - 324,891 4,553,259 4,324,760 132 - - 228,499 

19,092,240 3,912,981 10,682,612 12,322,609 9,289,129 1,574,001 - - 3,033,480 

 建物 1,736,311 - - 1,736,311 1,649,495 - - - 86,816 

 工具器具備品 545,398 - - 545,398 518,128 - - - 27,270 

2,281,709 - - 2,281,709 2,167,623 - - - 114,086 

有形固定資産合計

 建物 15,950,401 3,912,981 10,357,721 9,505,661 6,613,864 1,573,869 - - 2,891,797 

 工具器具備品 5,423,548 - 324,891 5,098,657 4,842,888 132 - - 255,769 

21,373,949 3,912,981 10,682,612 14,604,318 11,456,752 1,574,001 - - 3,147,566 

無形固定資産

 電話加入権 102,191 - - 102,191 - - 38,901 - 63,290 

投資その他の資産

 敷金・保証金 119,629,657 - - 119,629,657 - - - - 119,629,657 

２． 棚卸資産の明細

該当事項はありません。

３． 有価証券の明細

該当事項はありません。

４． 長期貸付金の明細

該当事項はありません。

５． 長期借入金の明細

該当事項はありません。

６． 債券の明細

該当事項はありません。

７． 引当金の明細

該当事項はありません。

８． 貸付金等に対する貸倒引当金の明細

該当事項はありません。

９． 退職給付引当金の明細

該当事項はありません。

１０． 資産除去債務の明細

（単位：円）

区　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　　要

賃貸借契約に基づくもの - 3,912,981 - 3,912,981 

１１． 法令に基づく引当金等の明細

該当事項はありません。

１２． 保証債務の明細

該当事項はありません。

１３． 資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　　要

運営費交付金 77,801 - - 77,801 

△ 12,186,219 - - △ 12,186,219 

△ 12,108,418 - - △ 12,108,418 

計

有形固定資産（減価償却相当額）

計

計

資　産　の　種　類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 差引当期末残高 摘　要

区　　分

国庫納付差額

独立行政法人会計基準第91の特定：無

計



１４． 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

該当事項はありません。

１５． 運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

該当事項はありません。

１６． 役員及び職員の給与の明細

該当事項はありません。

１７． 科学研究費補助金の明細

該当事項はありません。

１８． 上記以外の主な資産及び負債の明細

該当事項はありません。

１９． セグメント情報

（単位：円）

Ⅰ　行政コスト

損益計算書上の費用合計 10,029,717 - - - 10,029,717 2,153,718 12,183,435 

　　行政コスト 10,029,717 - - - 10,029,717 2,153,718 12,183,435 

Ⅱ　独立行政法人の業務運営に関して国民の

　負担に帰せられるコスト

Ⅲ　事業費用、事業収益及び事業損益

事業費用

業務費 814,530 - - - 814,530 - 814,530 

　　その他 814,530 - - - 814,530 - 814,530 

一般管理費 - - - - - 1,574,001 1,574,001 

雑損 9,215,187 - - - 9,215,187 - 9,215,187 

10,029,717 - - - 10,029,717 1,574,001 11,603,718 

事業収益

資産見返負債戻入 - - - - - 140,172 140,172 

財務収益 934,601 - - - 934,601 146,670 1,081,271 

雑益 18,169,903 - - - 18,169,903 - 18,169,903 

19,104,504 - - - 19,104,504 286,842 19,391,346 

事業損益 9,074,787 - - - 9,074,787 △ 1,287,159 7,787,628 

Ⅳ　臨時損益等

臨時損失

固定資産除売却損 - - - - - 579,717 579,717 

- - - - - 579,717 579,717 

臨時利益

資産見返負債戻入 - - - - - 579,717 579,717 

- - - - - 579,717 579,717 

当期純損益 9,074,787 - - - 9,074,787 △ 1,287,159 7,787,628 

当期総損益 9,074,787 - - - 9,074,787 △ 1,287,159 7,787,628 

Ⅴ　総資産

流動資産 - - - - - 181,818,220 181,818,220 

固定資産 119,629,657 - - - 119,629,657 3,210,856 122,840,513 

敷金・保証金 119,629,657 - - - 119,629,657 - 119,629,657 

その他 - - - - - 3,210,856 3,210,856 

119,629,657 - - - 119,629,657 185,029,076 304,658,733 

（注） １．　各区分の主な事業の内容

　　ａ．研究開発マネジメントを通じたイノベーション創出への貢献

 カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発、省エネAI半導体及びシステムに関する技術開発事業、ポスト5G情報通信システム基盤強化研究開発事業、グリーンイノベーション基金事業 　等

　　ｂ．研究開発マネジメントを通じたスタートアップの成長支援

　　ｃ．政策立案や研究開発マネジメントに貢献する技術インテリジェンスの強化・蓄積

NEDO先導研究プログラム、官民による若手研究者発掘支援事業、クリーンエネルギー分野における革新的技術の国際共同研究開発事業　等

　　ｄ．基金事業の適切な管理・執行

特定半導体基金事業、特定半導体利子補給事業、安定供給確保支援基金事業　等

２．　事業費用のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能費用の金額は、1,574,001円であり、その主な内容は、管理部門に係る費用であります。

３．　事業収益のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能収益の金額は、286,842円であり、その主な内容は、管理部門に係る収益であります。

４．　総資産のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能資産の金額は、185,029,076円であり、その主な内容は、管理部門に係る資産等であります。

２０． 関連公益法人等に関する情報

関連公益法人等に関する情報については、法人単位附属明細書に記載しております。

区　　　　　分

研究開発マネジ
メントを通じたイ
ノベーション創出
への貢献

研究開発マネジ
メントを通じたス
タートアップの成
長支援

政策立案や研究
開発マネジメント
に貢献する技術
インテリジェンス
の強化・蓄積

基金事業の適切
な管理・執行

計

新エネルギー等のシーズ発掘・事業化に向けた技術研究開発事業、SBIR推進プログラム、ディープテック・スタートアップ支援事業　等

計

計

計

計

計

法人共通 合　　計

△ 18,289,974 - - - △ 18,289,974 7,252,866 △ 11,037,108 



（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

 収　入

0 9,215,187 9,215,187 （注１） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0 8,954,716 8,954,716 （注３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 18,169,903 18,169,903 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 支　出

2,000 10,029,717 10,027,717 （注５） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 2,000 10,029,717 10,027,717 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

（単位：円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

 収　入

1,000 0 △ 1,000 （注２） 1,000 9,215,187 9,214,187 

212,000 968,885 756,885 （注４） 212,000 9,923,601 9,711,601 

計 213,000 968,885 755,885 213,000 19,138,788 18,925,788 

 支　出

0 0 0 2,000 10,029,717 10,027,717 

計 0 0 0 2,000 10,029,717 10,027,717 

（１）　区分は、年度計画に記載されている予算区分であります。

（２）　決算額は、収入については現金預金の収入額に期末の未収金等を加減算したものを記載し、支出については現金預金の支出額に期末の未払金等を加減算したものを記載しております。

（３）　予算額と決算額の差額の説明 

（注１）事業者からの返還があったため。

（注２）特許実施料収入がなかったため。

（注３）資産売却収入があったため。

（注４）受取利息収入が予定より多かったため。

（注５）国庫納付金による支出等があったため。

業 務 経 費

そ の 他 収 入

業 務 収 入

区分
法人共通 合計

業 務 経 費

そ の 他 収 入

業 務 収 入

研究開発マネジメントを通じたスタートアップの成長支援
政策立案や研究開発マネジメントに貢献する

技術インテリジェンスの強化・蓄積
基金事業の適切な管理・執行

令和７年度　決算報告書（電源利用勘定）

区分
研究開発マネジメントを通じたイノベーション創出への貢献


